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は じ め に 

 

 現在、めざましい情報通信技術の発達にともない、学校教育、社会教育、家庭学習の場

において、各種最先端の電子媒体を活用した教育・学習の展開が求められています。当協

会では、平成14年度より、文部科学省から委託を受け「情報化社会における学習資源提供

の在り方に関する調査研究」を進めて参りました。 

 平成14年度は、国内における情報機器の開発動向やその活用方法について、実態や可能

性を把握し、国外調査として、フィンランド・ドイツの現況を調査いたしました。平成15

年度は、特に、社会教育分野を中心に、国内の社会教育施設等における先端的な情報機器

活用の在り方について、実践的な取り組みを通して検討し、あわせて英国の社会教育施設

および関係機関を視察し、現況を把握しました。 

 最終年度である平成16年度は、近年注目されているｅラーニングに焦点を置き、生涯学

習の場においてｅラーニングを活用した学習方法について調査研究を実施いたしました。

ｅラーニングのシステムを開発、提供している企業やその導入先に、また独自にｅラーニ

ングのシステムを運用し、学習活動に生かしている社会教育施設、民間団体等にヒアリン

グを行い、現況を把握し、課題を含め、今後のあり方について検討いたしました。 

 この調査研究の成果については、本報告書に加え、上記ヒアリングの映像資料とともに、

インターネット上に公開いたしました。今後の情報通信技術の進展によって、「いつでも」

「どこでも」「だれでも」が学ぶことのできる、新しい学習スタイルの構築に向けて、さら

なる発展の一助となれば幸いです。 

 最後になりましたが、３年間にわたり、調査研究を担当いただきました委員の諸先生方

をはじめ、ご協力いただきました社会教育関係者、企業の方々に、深く感謝し、お礼申し

上げます。 

  平成17年３月15日 

 

 財団法人 日本視聴覚教育協会 

会長  井 内 慶 次 郎 
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１．調査研究の意義と目的 

山本 恒夫 

 

 

 この調査研究は、最先端の情報機器を利用し、いつでも、どこでも、情報を入手して学

習することができるようにするために、新しい情報機器の活用方策を探ろうとするもので

ある。財団法人日本視聴覚教育協会では、平成14年度より平成16年度まで、文部科学省の

委託を受け「情報化社会における学習資源提供の在り方に関する調査研究」を進めてき

た。 

 

 昨今のめざましい情報通信技術の発達にともない、先端的な各種電子媒体の研究開発が

進み、学校教育・社会教育・家庭教育等の教育現場においても、これらの各種電子媒体を

活用した教育・学習実践が定着して行われてきている。 

 

 その顕著な例として、学校には、ほぼコンピュータとインターネット接続が行き渡り、

情報通信技術を用いた学習を進めるようになった。情報通信技術の支援によって、教室内

だけの学習に止まることなく、学校外の世界に散在している学習資源を即時に幅広く取り

入れたり、学習成果を海外に発信したりすることも可能となった。 

 

 また、生涯学習の分野においても、情報通信技術の活用例としてよく知られるようにな

ったｅラーニングの実践によって、新しい学習活動がネットワーク上で出現し始めた。こ

の学習活動によって、社会人が働きながら自分自身の研鑽のために幅広い学習を進めるだ

けでなく、地域内での学習コミュニティを形成し始めている。 

 

 しかし、現状では、情報通信技術を利用する際の技術や、情報通信ネットワーク上に蓄

積されている多量の学習情報が、それを求める学習者に社会的な資源として幅広く活用さ

れる形には至っていない。そのため、基盤となるシステム・ツール・応用ソフトウェアを

整備し、コンテンツを制作・蓄積・編集・流通させるための環境を築くことが必要である。

さらに、それらと組み合わせて各種電子媒体を活用するためのさまざまな手立てや学習資
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源提供の在り方が重要となり、生涯学習をすすめる個人や学習グループ、これらの学習者

で構成される学習コミュニティへの具体的な支援の在り方も、幅広い見地から検討される

べき時期に来ている。 

 

 本研究は、このような社会的背景を考慮して、次々と開発されている情報通信技術を用

いた各種の教育機器・デジタル教具・応用ソフトウェア・ツールなどの開発と活用の現状

について、学校教育、社会教育、企業内での実践事例を基に先端的な取組みの諸事情を調

査検討するものであり、生涯学習社会を構築する観点から学習資源の選択・創造・発信・

蓄積・共有の循環を生み出すために、新しい情報機器の活用方策を探ってきた。さらに、

国内での情報通信機器の開発状況や教育における取組み事例だけでなく、情報通信技術利

用や生涯学習の先進諸国における具体的な活用事例についても実地調査を行った。 

 

 本年度は、本研究の最終年度として、情報化社会における学習資源提供の在り方につい

て総括的な検討も行った。特に、情報通信技術を用いたさまざまな学習活動を取り入れて

いるｅラーニングに着目し、企業内教育や生涯学習での活用の在り方、学習コミュニティ

の運営方法など、新たな生涯学習の展開方法についての知見や検討結果をまとめ、報告す

るものである。 
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２．これまでの調査経過 

山本 恒夫 

 

 平成14年度は、国内外の各種電子媒体の研究開発状況を調査し、新しい情報機器の活用

方策について具体的な実践例を提示した。国内調査では、情報機器の開発動向について、

開発企業に実態を聞くとともに、機器活用実践先の訪問、開発企業からの機器貸与による

試用実践など、学校教育などにおける情報通信技術を用いた機器の活用方法に関する検討

を行い、情報通信技術を用いた各種機器の開発状況や教育における利用の可能性を明らか

にした。さらに、情報通信技術を利用した代表的な機器のひとつである携帯情報端末をさ

まざまな方法で活用するフィンランド、ドイツでの現状を調査した。 

 平成15年度は、特に社会教育分野を中心に、国内外の新しい情報機器やシステムの活用

方策について調査した。国内の社会教育施設においては、高度な情報通信技術で構成され

る機器を活用した例を取り上げ、その可能性を調べた。具体的には、地域内だけでなく地

域を越えた学習交流、生涯学習グループ間での学習資源の共有などの実践事例を調べ、情

報通信技術の社会教育における有効性と可能性について検討した。また、国外調査では、

英国の生涯学習分野におけるＩＣＴの利用状況、生涯学習におけるシステム開発等につい

て、主要な研究機関を訪問して調査した。 

 平成16年度は、特に今後の生涯学習において重要な位置を占めるｅラーニングの在り方

について調査検討した。調査研究委員会において、いくつかのｅラーニングに取り組む実

践事例先からヒアリングを行った。なお、ヒアリングについては、企業内社内研修、大学

での講義、通信制高校での補習等に、ｅラーニングシステムを提供する企業の中から事前

調査により、一定の成果を上げていると思われるところ、またｅラーニングシステムを研

修に取りこむ社会教育施設、さらにｅラーニングシステムを活用した民間の学習グループ

を選び、これらの先でｅラーニングを担当する方々に、約20分程度のヒアリングを行った。

その模様は、ＨＰ上（http://www.javea.or.jp/chosa/shigen_h16/）でも公開されている（映

像資料の見方は、70頁を参照）。 

 それをもとに、これまで積極的に行われている企業内研修など組織的なｅラーニングの

活用から、社会教育に通じる一般ユーザーの活用の現状を把握し、キャリア開発や資格取

得などの場面における、効果的な提供の在り方や今後の発展の方策等に関する検討を行っ
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た。また、ｅラーニングは多様な手法が考えられるため、それぞれの方法における有効な

活用場面や具体的活用法、学習相談員の活用など、ｅラーニングを展開する際に課題とな

る点の検討を行った。 

 

平成14年度 調査研究委員 

主  査 ：坂元  昂  メディア教育開発センター所長 

佐賀 啓男  メディア教育開発センター教授 

美馬のゆり  公立はこだて未来大学教授 

中山  実  東京工業大学教育工学開発センター助教授 

近藤 智嗣  メディア教育開発センター助教授 

天野 和雄  東京都品川区立上神明小学校長 

伊丹 和哉  新潟県立生涯学習推進センター社会教育主事 

 

平成15年度 調査研究委員 

主  査 ：山本 恒夫  大学評価・学位授与機構教授、筑波大学名誉教授 

浅井 経子  淑徳短期大学教授 

渋谷 英章  東京学芸大学教授 

中山  実  東京工業大学教育工学開発センター助教授 

近藤 智嗣  メディア教育開発センター助教授 

原  義彦  宮崎大学生涯学習教育研究センター助教授 

椎  廣行  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長 

立見 康彦  群馬県生涯学習センター情報教育課長 

 

平成16年度 調査研究委員 

主  査 ：山本 恒夫  八洲学園大学教授、筑波大学名誉教授 

浅井 経子  八洲学園大学教授 

山田 恒夫  独立行政法人メディア教育開発センター教授 

中山  実  東京工業大学教育工学開発センター助教授 

堀池喜一郎  ＮＰＯ法人シニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹代表理事 

（肩書きは当時） 
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３．本年度の課題 

山本 恒夫 

 

 本年度の課題としては、特に社会教育の視点からみた場合のｅラーニングを展開する際

の問題を取り上げることとした。そして、具体的には次の３点について検討することにし

た。  

 

 ① その第１は、ブレンディングの問題である。 

 遠隔と対面授業をブレンディングする講座的なプログラムの場合、教授内容・受講

者数・受講場所・受講者の属性によって、ブレンディングがどのような効果をあげる

か、また、ブレンディングの方法でどのような効果の違いがあるかというのが、ここ

での問題である。 

 

 ② 第２は、メンタリングの問題である。 

 ここには、メディアの種類や受講者数によってメンターの数をどの程度にしたらよ

いか、また、受講者の特性に対応できるメンターの質とは何か、そのようなメンター

を養成するしくみをどうするか、という問題がある。 

 

 ③ 第３は、教材開発の問題である。 

 教材開発はコンテンツ作成の問題だが、社会教育の視点からの教材開発はどうある

べきかというのが本年度の課題で、当面は、講座的なプログラムの場合の教授内容に

合う教材の種類（テキストベース、動画付き、テストなど）にはどのようなものがあ

るか、コストとの関係はどうか、著作権や人権への対応をどうするか、といった問題

があげられる。 

 

 社会教育の視点からみたｅラーニングの問題には、この他にも取り組まなければならな

いことが多々あるが、本年度は以上の３点にしぼって、調査研究を進めることにした。 

 



 

 

 Ⅱ．生涯学習におけるｅラーニングの活用事例 
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実践事例１．企業研修 

 

 ＮＴＴレゾナント株式会社では、インターネット上の各種サービスを軸とした事業を展

開している。ｅラーニングは、1999年に前身であるＮＴＴ－Ｘが設立されたときから、Ｎ

ＴＴ研究所で開発されたノウハウをベースにビジネスとして取り組んできた。この間の経

験から、学習者がｅラーニングで効果的かつ継続的な学習を行うためにはさまざまな課題

が存在し、それに対する工夫が必要であることがわかってきている。以下では、このよう

な課題と、実践事例における対応を紹介する。 

１．効果的なｅラーニングを継続するための課題 

 ｅラーニングを実施する際の課題としては、「教材の作成コスト」、「学習管理システムの

導入・維持管理体制の不備」、「ＰＣやネットワークの設備の機能・性能不足」といったも

のもあるが、最大の課題は「学習者の学習意欲を維持して学習効果の高い学習を実施する

のが非常に難しい」という点にある。ｅラーニングの典型的な形態であるＷＢＴ（Web-based 

Training）による学習では、以下のような原因で学習者が学習意欲を失う可能性が非常に高い。 

●数時間から場合によっては数10時間におよぶ教材をひとりで学習する必要がある。教

材の構成・内容をいかに工夫しても、このような長時間に渡る自己学習を完遂させる

ことは非常に難しい。 

●教材の学習目標・レベルが、学習者のニーズ・興味・知識レベルに合わない可能性が

高い。学習者のニーズや興味は千差万別であり、全ての学習者に適合する教材を準備

することは困難である。 

●学習者は学習した内容を試すことができない。演習問題などを用意することはできる

が、一般にｅラーニングによる学習は知識の詰め込みになりがちで、学習した内容を

実践して学習を深化させる機会を設けることは難しい。 

●疑問やアドバイスのやり取り、自分の進捗具合を比較・確認する仲間や指導者がいな

い。仲間との協同や競争は学習意欲を維持する上で重要な要素となるが、ｅラーニン

グ環境ではこのような状況を作ることは必ずしも容易ではない。 
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２．実践事例 

 本節ではいくつかの実践事例を、前節で述べたような課題の解決がどのように図られて

いるか、という観点から紹介する。 

（１）資格取得研修実践事例 

 本事例は企業におけるＩＴ系ベンダ資格取得研修にｅラーニングを適用した事例である。 

 ＩＴ系資格取得研修は、従来の集合研修でも数日から一週間に渡って行われる分量があ

り、ｅラーニング教材でも数10時間の分量になることは珍しくない。従って、できるだけ

多くの学習者が最後まで研修を完了するような方策を立てることが必須となる。このため

本実施例では、以下のような流れの研修構成とした。 

●受講者選抜：基本的に希望者には受講させるが、必要な知識レベルを満たしている者

を優先的に受講させる。 

●テキスト配布：研修開始前に紙のテキストを配布し、受講生が事前に研修内容を確認

できるようにする。 

●導入セミナ（１日）の実施：研修開始にあたり、衛星回線講義システムによる導入セ

ミナを行い、研修の進め方、心構え、などを徹底するようにする。 

●ＷＢＴによる自己学習（12週間）の実施：通常のｅラーニング教材による学習を行う。

しかし、学習意欲の維持のため、講師による質問回答、システムトラブルに対するヘ

ルプデスク、ＦＡＱページなどを設置する。また、教材内容に関する質問メール（Ｑ

メールと呼ぶ）を定期的に送信し、受講生の回答状況を確認して、意欲を持って学習

を継続しているかどうかをチェックする。 

●受験直前セミナ（１日、受験１週間前）の実施：研修終了時に衛星回線講義システム

による受験対策セミナを行い、最後のまとめとする。 

 以上のような施策を行うことで、受講者 3,686名に対して、最終的な資格合格率60.2％、

受講費用は集合研修の１/４の約５万円／人という結果を得た。 

（２）新入社員研修実践事例 

 本実例はＳＩベンダにおける新入社員に対する技術教育の事例である。新入社員教育で

は、受講者の技術に関する事前知識、スキルレベルが千差万別であり、画一的な集合教育

では一部の受講者のニーズしか満たせず、大半の受講者は学習の興味を失ってしまうとい

う問題がある。そこで本事例では、事前に学習者全員に対してスキルレベル診断の試験を
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実施し、用意された数100種の教材ライブラリの

中から個人のレベルに合致した教材を選択して

受講させるという方法を採った。これによって、

学習者の意欲向上を図ることができた。また、

ｅラーニング化により、自主的に学習を行う姿

勢の定着、研修実施結果把握の容易化という効

果が得られた。研修実施の様子を写真に示す。

教材は個別であるが、一箇所で他の新入社員と一緒に学習し、先輩社員にいつでも質問で

きる、という環境を作っている。 

（３）販売チャネル研修実践事例 

 本事例はコールセンタの販売担当者向けの営業スキル研修である。営業スキル研修では、

頻繁に更新される商品知識を販売担当者が理解し、顧客の購入につながる説明を行うスキ

ルを身につけなくてはならない。また、顧客が商品を購入した成功事例、購入に至らなか

った失敗事例を商品企画担当者が収集・分析して、新たな販売戦略立案、商品開発につな

げることも重要な課題である。そこで、本事例では、 

●朝５～10分間、商品知識・説明スキルに関するテスト型のｅラーニング学習 

●夕方、当日の顧客対応状況の振り返りアンケート 

 を毎日反復する研修を行った。10程度の事例で延べ約８万人の受講者に対して研修を実

施した。約700名に対するある事例では、以下の表のような学習結果を得た。この事例では、

研修結果を毎日の業務で実践し、その日に振り返りを行う、というサイクルを繰り返すこ

とで研修効果を高めている。また、他の約1,500名に対する研修では１ヶ月間で約4,000件

の、販売に関する課題抽出・提案が得られた。このように経営に対する貢献という面でも

効果の高い研修となっている（「販売チャネル研修」の概要については、次頁を参照）。 

表 受講者694名、１ヶ月間の研修に対するアンケート 

十分身につき、実践でも役立っている 76.9％ 

身についたが、実践では役立っていない 19.4％ 商品知識 

身につかなかった  3.7％ 

十分理解でき、営業活動で実践している 88.2％ 

理解できたが、営業活動で実践できていない 11.1％ 提案スキル 

理解できなかった  0.8％ 

（ＮＴＴレゾナント株式会社 

ポータル事業本部ビジネスPF事業部ラーニングポータル部門長プラットフォーム部門長兼務 仲林 清） 
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 実践先からの報告「販売チャネル研修」 

 

実践先の概要 

●ＮＴＴ東日本株式会社、ＮＴＴ西日本株式会社の各支店およびサービス提供関連会社 

●ブロードバンドインターネット回線販売担当者向け研修 

①ｅラーニングシステムを活用している実践の規模 

 ＮＴＴ東日本株式会社の場合、管内17地域の支店、サービス提供関連会社で研修を実施 

②受講者数 

 延べ約80,000人（2004年３月時点） 

③導入経緯 

 ブロードバンドインターネット市場はＮＴＴをはじめ、電力系電話会社、独立系電話

会社など複数社の競争が激化している状況であり、営業販売力強化のためにｅラーニン

グを導入した。 

④経過 

 2003年１月より運用を開始した。地域により取り組み状況は異なるが、季節ごとの販

売キャンペーンに合わせて年に３～４回実施する支店もある。 

⑤運用体制 

 毎日の業務の中で、朝・夕の決められた時間に業務に携わる全員で実施するため、ブ

レンディング、メンタリングは行っていない。夕方のアンケートで得られたフィードバ

ックを翌日以降の設問や次回の研修に反映している。 

⑥課題とその方策 

 出題する設問の作成、再利用に手間がかかるため、問題をデータベース化し、インデ

ックス付けのためのメタデータを付与して管理するようにしている。 

（ＮＴＴレゾナント株式会社ラーニングポータル部門担当部長 木山 稔） 
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実践事例２．大学・民間教育事業 

 

 株式会社デジタル・ナレッジ（http://www.digital-knowledge.co.jp/）は、1995年の設立

以来、『日本で初めてのｅラーニング専門ソリューション企業』として、デジタルハリウッ

ド、中央出版株式会社、明光義塾、資格の学校ＴＡＣなど、教育ベンダーへｅラーニング

ソリューションを提供してきた。このような経験をもとに「教育」を中心に考えたソリュ

ーション提供を行っている。また、鹿島建設株式会社、ソニー株式会社、株式会社コムス

ン、キヤノン株式会社などの企業内研修部門へもｅラーニングシステムを提供している。

昨今では、高等教育機関において、日本で初めてのｅラーニングだけで卒業できる八洲学

園大学への実績から、高等教育機関向けのｅラーニング運用の専門会社も関連会社として

保有している。現在のシステム導入事例から、提供するｅラーニングシステムについて、

以下に述べていく。 

１．大学での社会人対象の生涯学習講座 

 八洲学園大学（http://study.jp/univ/yashima/index.asp）は、「ｅラーニングだけで卒業

できる」を謳ったインターネットを通して「学士取得」、「各種資格取得」が可能な正規の

通信制大学である。ｅラーニングシステムを活用している実践として、「インターネットラ

イブ授業システムLive Now!」がある。 

 特徴として、通常のオンデマンドで教材を作成するやり方とは異なり、講師の授業をそ

のまま学生へインターネットを通じて配信を行う。授業中に質問を提示したい場合はチャ

ットに書き込みを行ったり、理解度の情報がデ

ータベースに蓄積されるような仕組みになって

いる。講師はパソコン上の板書に書き込み、映

像をカメラで取り込む形になる（写真１）。 

 実際に通学して席につく学生はプロジェクタ

ーを見ながら学習を行う。また通学が困難な遠

隔地の学生は、インターネットを介してＰＣ画

面上で受講を行う。その際はインターネットか写真１ 受講画面  
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らｅラーニングシステムにログインを行い、自分が受講する科目から本日受講する授業を

選択し、授業の画面を立ち上げ受講する形となっている。これによりキャンパスに登校す

ることなく、授業を受け、単位を修得することができる。授業が終了するとそのデータは

サーバに蓄積されるので、授業に参加できなかった学生はオンデマンドで受講を行う事が

可能となっている。 

 また今後の課題としては、インターネット上では質問やレポートの提出は気軽に行える

が、どうしても学生間の交流や、学校に通っている実感というものが薄れてしまいがちだ。

その問題を解決する施策として現在、ｅラーニングシステムに対して、コミュニケーショ

ンツールの充実を図っている。また運用体制として、それら学生のモチベーション向上へ

つながる各方法を検討し、それらを克服するため、マイニングという考え方を用いて、学

生の活動履歴を分析し、講師や管理する側が適切な施策を打てるようなデータの収集方法

を検討している（図１）。 

図１ データ分析から施策決定支援への流れ 

 

 

２．民間の通信講座 

 デジタルハリウッド（http://www.dhw.co.jp/）の場合、近くにスクールがない、通学に時

間や費用をかけられないといった方のために、自宅から学べる環境を提供するｅラーニン

グシステムを導入している。通信講座は、カリキュラムの通学コースで30,000名以上の卒

業生を業界へ輩出してきた実績あるカリキュラムをベースに開発されたオリジナルの内容

となっている。グラフィックデザイン、Ｗｅｂデザイン、Adobe認定エキスパート資格取得

対策、マイクロソフトOfficeなどを学べるコースが受講可能となる。学習支援を目的にｅラ

ーニングシステムを活用しているため、全国の学生がコミュニケーションをとることがで

活動履歴 

閲覧、発言 

など 

マイニング 

分析結果 

経営者･管理者

講師

・質疑数、ログイン数と入学率相関

・滞在機能と入学率相関 

・地域と履修数の相関 

・発言数と満足度相関 

・ログイン時間と友人数と満足度相関 

・課題提出時間と修得率相関 

適切な施策

隠れている特性を表出
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きる機能が導入されている。 

 たとえば「プレゼンエリア」という機能は、

学生が作成した作品をシステム上にアップして、

講師や同じ通信科の受講生が評価を行えるシス

テムになっている（写真２）。これによりお互い

に意見を交わしながら作品のクオリティを高め

ていくことが可能になっている。通信講座とい

うと「孤独」、または「自分と先生とだけのやり取り」で学習するというイメージが強いが、

この通信講座では学習支援を目的としてｅラーニングシステムを利用することで、通学コ

ースに近い環境を提供し、モチベーションの向上へつなげている。 

 また、次の課題としては、通学コースで提供しているカリキュラムを自宅にいながらにし

て、まったく同じ内容で、同じスタイルで受講することができるサービスを提供していくこと

である。提供にむけて解決すべき課題は多くあるが、10年間通学コースで培った教育ノウハウ

を余すことなく提供するためのｅラーニングシステムの開発が、最も重要だと感じている。 

３．インターネット家庭教師 

 中央出版株式会社（http://www.chuoh.co.jp/）では、従来通りの紙のプリントへ鉛筆で記

入する学習形態と、インターネットの学習を上手く融合させた個別指導システムの開発を

行っている。学習方法としては、まず生徒が書き込みしたプリントをスキャナーを経由し

てシステムに取り込みを行い、そのプリントを遠隔地の講師がシステム上で音声を入れて

添削し、そしてその結果を配信するという仕組

みになっている（写真３）。 

 通信教育のイメージに近いが、講師の声や指

さし、書き込みが追加されることによって実際

に講師がその場にいて、直接教わっているよう

な、話かけられているような実感が持て、プリ

ントのみの通信学習より生徒の満足度や継続率

が高いと現場の声をいただいている。 

（株式会社デジタル・ナレッジ 

ｅ-ラーニングソリューション部ジェネラルマネージャー 野原 成幸） 

写真２ プレゼンエリア画面 

写真３ 添削結果画面 
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 実践先からの報告 「八洲学園大学」 

 

 遠隔地、自宅から、インターネットを通じて、

「学校に一度も通うことなく卒業すること」、

「学士取得」、「各種資格取得」が可能な正規の

通信制大学として、2004年に開校（写真１）。 

 

①ｅラーニングシステムを活用している実践の規模 

・スクーリング（ライブ配信）(写真２) 

・課題やレポート提出・添削・評価 

・コミュニケーションツール 

・学生支援ツール、教員授業内容評価 

②受講者数 

初年度定員1,200名 

③導入経緯について 

 自宅からインターネットによるメディアスク

ーリングを利用する事で、大学で行われている

授業を受ける事ができ、キャンパスに登校することなく単位を取得することができるシス

テムであったため。 

 また、学生管理、授業管理、コンテンツ等の学校運営を管理できるシステムの運用が可

能であり、大学運営のシステムとして、ＡＳＰサービスを利用することで、時代に取り残

されない、良い仕組みが提供されていることから導入した。 

④システム運用の経過  

 2004年４月の開校から春期、秋期、2005年４月と順調に入学者が増えつづけている。 

⑤運用体制について 

 運用支援として、ｅラーニングシステムのメニューより、学生対応支援、教員支援の為

の人材派遣を受け入れている。その人材が、学生、教員との窓口として活躍している。入

学検討者から学生まで、ユーザを一括に管理する事による学生対応を円滑に進めている。 

（株式会社デジタル・ナレッジ・ユニバーシティ・ラーニング 阿部 裕一） 

写真１ 八洲学園大学キャンパス 
 

写真２ eラーニングシステム 
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実践事例３．通信制高校 

 

１．拡大する通信制高校の市場 

 通信制高校は全日制の高校とは異なり、毎日

通学する必要のない高校であり、ほとんどが単

位制である。年に10校程度増えており、全国の

通信制高校の数は現在152校（表）で、生徒数は

約20万人にのぼる。生徒募集可能地域により、

狭域制と広域制に分類され、広域の場合は全国

からの生徒募集が可能である。 

 毎日学校に通う全日制に対して、通信教育による自宅学習中心のため、毎日登校しなく

ても高校卒業資格を取得できる。学習内容は次の４点が基本になる。 

①レポート（学校から渡される提出課題）を期限どおりに提出する。 

②指定されたスクーリング（面接指導）に出席する。 

③ホームルームなどの特別活動（各学校によって異なる）に参加する。 

④単位認定試験を受ける。 

 卒業の基準は、学校に３年以上在籍すること、教科・科目の修得単位数の合計が74単位

以上であること、卒業までに30時間以上の特別活動（ホームルーム活動含む）に出席する

ことが条件になる。 

 このように柔軟な教育システムを採用していることから、従来から不登校生徒や通学の

困難な生徒の受け皿的役割を担ってきているが、価値観の多様化により、最近では、スポ

ーツや芸術、語学など個々の目標達成に専念するために、通信制高校を選択する生徒も増

加してきている。 

２．ｅラーニングの活用 

 ｅラーニングの最大の特徴は、いつでもどこでも自分のペースで学習できることであり、

自学自習が基本の通信制高校の生徒にはｅラーニングのメリットは大きい。2003年の高等

学校学習指導要領一部改正により、2004年４月からインターネットなどの多様なメディア

表 通信制高校の学校数 
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を利用して行う学習を取り入れた場合、スクー

リング（面接指導）の時間数又は特別活動の時

間数の６/10まで、複数のメディアを用いた場合

は８/10まで免除できるようになった。これによ

りインターネット等を利用した遠隔授業の導入

で、スクーリングの時間数を大幅にカットする

ことが可能となり、ｅラーニング導入による学校側のメリットも大きくなった。 

 弊社のＷｅｂ学習システムは、インターネットテレビ電話及びテレビ会議システムを活

用した、１対１の個別指導と１対Ｎのライブ講義による遠隔スクーリングを簡単に運営で

きるのが特長である。インターネット個別指導は、学習・進路・生活相談や保護者からの

相談など、サポート窓口としての機能を果たす。また、手書き入力装置を活用した電子レ

ポート添削により、添削作業の効率化とスピードアップを実現する（写真）。 

 導入校では、これらの機能を活用し、スクーリングの運営コストを削減するとともに、

フェイス・トゥ・フェイスの遠隔学習により、生徒一人ひとりのニーズに応じたきめ細か

い教育を実施している。海外留学中の生徒と先生との交流や心を閉ざしていた生徒が学校

に出てくるようになった等、どこからでも対面で話ができることで、先生と生徒や保護者

との新たなコミュニケーションの形が生まれているようだ。 

 新設校では特に、ｅラーニングによる教育指導による個に応じた教育の実践や、専門的

教育指導など、学校の特長作りに積極的に活用する学校が多い。海外校や国内の専門学校、

大学等の教育機関と提携した専門教育や職業教育の実施など、今後の進展が期待される。 

３．ｅラーニングの課題と対策 

（１）モチベーションの維持 

 自学自習が基本のｅラーニングは、孤独になりがちであり、学習継続が困難である。講

師との触れ合いや受講者同士の励ましなども少なく、モチベーションの維持が課題である。

通信制高校においても同様であり、途中退学者が多いため、公立校では３年間で卒業でき

る生徒が２割程度といわれている。通信制高校の生徒の学習サポートを専門とするサポー

ト校が全国に設置されており、生徒の学習指導を行っている。 

 ｅラーニングを利用した場合も、このサポート校と同様に、生徒一人ひとりの進度や理

解度、状況に合わせてきめ細かくサポートする仕組みが必要である。生徒が学習に躓いた

写真 ライブ授業の画面 
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ときに質問や相談ができること、先生が必要に応じて生徒に声をかけること、生徒同士が

意見交換できることなど、対面学習に近い環境を実現し、暖か味のあるｅラーニングシス

テムが求められる。弊社では、フェイス・トゥ・フェイスの個別指導・ライブ講義を活用

した双方向指導、先生の音声や手書きによる添削解説による指導、掲示板やチャット等に

より、先生と生徒、生徒同士の多様なコミュニケーションを支援している。 

（２）学習目的の具体性 

 上述したモチベーション維持のためには、具体的な学習目標の設定が不可欠である。学

習成果として、学位取得や資格取得、希望職種への就職など、学習目標が具体的に見える

ことが、学習継続への一番の動機付けになる。一般にｅラーニングは導入効果が見えにく

いとされているが、明確な目標設定があれば導入効果は目標達成率で評価でき、ｅラーニ

ング活用も進展していく。通信制高校のｅラーニングの目的は、高校卒業資格の取得であ

り、この点は明確である。ｅラーニングの進展により、今後の卒業率向上が期待される。 

（３）ｅラーニング活用能力の育成と推進体制 

 教育においては、教える側と教わる側が存在するが、ＩＴ技術を活用するｅラーニング

においては、教師が必ずしもＩＴ能力が高いわけではない。授業におけるパソコンの使用、

ソフトウェアの操作、効果的な教材の作成と提示、授業進行方法、生徒の理解度把握など、

対面授業と異なる技術や能力が求められる。このような技術的問題のほかに、ｅラーニン

グにおいては、一部の先生は熱心だが、その他の先生は関心が薄いなど、先生方の取り組

み姿勢の差が大きい。効果的にｅラーニングを推進するためには、組織目標と運用体制を

明確にし、現場の教師が共通認識を持って行うことが求められる。ｅラーニングはツール

でしかなく、それを活用してどう教育するかが問題になる。 

 

 ｅラーニングは今まで不可能だったことを可能にする力があり、教育の可能性を限りな

く広げることができるツールである。中等教育におけるｅラーニング活用では、通信制高

校が牽引役となり、新しい学校教育のスタイルを築いていくだろう。ｅラーニングの普及

のためには、システム提供側は、教師・生徒が使いやすいシステムを追及していく必要が

あるが、教育サービスの提供者である学校がどうｅラーニングを活用して、教育の質を向

上させるかが一番大きな問題である。ｅラーニングを活用した生徒との温かい交流、教育

サービスの充実を学校側に期待したい。 

（イー・ステージ株式会社取締役 市川 秀明） 
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 実践先からの報告「つくば開成高等学校」 

 

 つくば開成高等学校は、2003年10月に開校した単位制

広域通信制高校である。本校が茨城県牛久市にあり、現

在1,270余名の生徒が学んでいる。多種多様な状況におか

れた生徒の可能性を伸ばしたいと考え、フェイス・トゥ・

フェイスのきめ細やかな個別学習指導を実践している。 

①ｅラーニングシステムを活用している実践の規模 

 生徒全員につくば開成高校のＷｅｂ学習システムを利用できるＩＤを配布。電子レポ

ート添削やテレビ電話サービスの利用は申込制にしている。不登校の生徒など、学校に

来られない生徒が主に利用している。 

②受講者数 

 教材は全員利用できるが、電子レポート添削やライブ講義などの本格利用は、2005年

度からスタートする予定である。 

③導入経緯 

 通信制高校には不登校や海外留学、スポーツや芸術分野を優先しながら、あるいは働

きながら学ぶなど、さまざまな生徒がいる。そういった生徒の状況に合わせたきめ細や

かな指導をするために、インターネットを活用した個別指導や集団学習を導入した。 

④経過  

 学校に来られなかった生徒が、インターネットテレビ電話での教師との交流を通して

（写真）、登校への自信をつけ、学校に来られるようになったり、留学の生徒と教師が学習

相談ができるなど、生徒や保護者にも好評である。インターネットの用途は多岐にわたる。 

⑤運用体制 

 本校や各学習拠点と自宅をテレビ電話で接続し、生徒がどこにいても好きな先生に質

問や相談ができる体制にしている。また、生徒同士の交流の場としても利用できる。 

⑥課題とその方策 

 教師全員がｅラーニングを活用した授業の実施方法やレポートの添削方法など、指導

方法を研鑚して、生徒の学習意欲や将来の夢を育てるように努力する必要がある。教師

が常に生徒との対話を大切にし、生徒のことばに真摯に耳を傾けていけば、ｅラーニン

グがますます効果的な指導方法となり、生徒の可能性がさらに広がると確信している。 

（つくば開成高等学校理事長 糸賀 修） 
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実践事例４．青少年教育指導者研修における試行 

 

 国立オリンピック記念青少年総合センターは、青少年教育指導者その他の青少年教育関

係者及び青少年に対する研修、青少年教育に関する施設及び団体相互間の連絡及び協力の

促進、青少年教育に関する団体に対する助成金の交付等を行うことにより、青少年教育の

振興及び健全な青少年の育成を図ることを目的とする青少年教育施設である。 

１．ＩＴ活用学習プログラム開発調査研究 

 平成14年度より、当センターの調査研究として「青少年教育施設におけるＩＴ（情報通

信技術）を活用した学習プログラムの在り方に関する調査研究」を開始した。ＩＴを活用

した学習プログラムの開発と事業展開の検討、事業分析に関する研究を進め、調査研究の

一環として平成15年度よりｅラーニングを取り入れた試行事業を行った。 

２．活用するメディアと通信方法 

 富山インターネット市民塾協議会が運営する「インターネット市民塾」のシステムをベ

ースとして、ｅラーニングはＷＢＴを中心として進めた。受講者にはユーザーＩＤを発行

し、受講する講座のテキストや動画の閲覧とともに、掲示板による情報交換を進めた。ま

た、講座によっては、他のシステムを使った複数のメーリングリストを活用した。 

 青少年教育実践ｅ－研修サイト（http://nyc.shiminjuku.com/）を独自に立ち上げ、事務

局では、利用者登録、コンテンツ管理、利用者管理、学習進捗状況管理をサイト内で行った。 

３．講座概要 

 ｅラーニングによる研修は、調査研究の一環として行っているため、平成16年度は、そ

れぞれ異なる展開で４講座を実施した。受講者は、青少年教育施設職員、青少年教育団体

関係者、ボランティア、自然体験活動や環境教育に興味のある方々で、年齢は、20代から

70代まで、地域は北海道から沖縄まで、４講座（図１）で95名が参加した。 

①サイエンスサポートセミナー(33名)…科学体験活動ボランティア研修（実技研修あり） 

②アイスブレイク入門講座(35名)………事業開始時の雰囲気づくりを考えるための講座 
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③自然体験活動実践事例講座(11名)……自然体験活動に関する企画を作成する講座 

④環境教育プログラム入門講座(16名)…「木」をテーマに環境教育を展開(実技研修あり) 

４．ブレンディングによる展開 

 サイエンスサポートセミナー（図２）

は、約１ケ月の事前研修と２泊３日の

実技研修を組み合せて実施している。

２泊３日の実技研修の参加者は、中学

生を対象とした１泊２日の「中学生科

学体験セミナー」をサポートするとい

うボランティア活動の体験をともなう。

したがって、事前研修において、実験

の原理、手順、指導のポイントなど各

参加者が習得していなければならない。

受講者の学習意欲は高いが、多くはボランティア活動で科学体験活動を行っている方々で

あることから、レポート等の課題については、過度の負担にならないようにしている。ま

た、実技研修に向けて、ニューズレターによる情報提供を行い、モチベーションの維持に

努めた。ニューズレターの内容は、受講者全体の受講状況、レポート提出状況、科学体験

活動に参加する中学生の応募理由、実験に関する連絡などであった。受講者からは、「基礎

知識を得てから参加ができ良かった」「セミナーへの意欲をかきたてる」「時間的制約が弱

くて良い」「マイペースで学べる」などの感想があった。ほとんどの参加者は実技研修が必

要であるとしている。残念ながら、コンピュータの故障により事前研修がうまくできなか

ったという参加者もいた。 

 動画コンテンツによる実験の実例なども事前研修で示しているが、知識の習得と実際の

   図１ 異なる展開の４講座 
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実験の技術には大きな開きがあることも事実である。インターネットによる事前研修は、

あくまでも知識の習得が主となり、参加者レベルの統一化と、発想法、思考法の習得には

適しているが、実験技術の習得に関しては実技研修が必須となる。平成15年度においては、

事前学習時におけるドロップアウトは３名、平成16年度においては出張他の理由で参加で

きなかった方以外は、全員実技研修に参加することができた。 

５．インターネットのみによる研修 

 ブレンディングを伴う場合は、実技研修実施の際にインターネット研修で不足している

知識等についても補うことができるが、インターネット上だけで研修を行う場合は、受講

者に「学習している」という意識を持ってもらわなければならない。そのためには、受講

者の学習意欲そのものが学習成果の鍵を握る。「アイスブレイク入門講座」（図３）を例に

あげる。アイスブレイクとは、研修事業などが始まる際に、緊張をほぐし打ち解けた雰囲

気を作るための活動である。 

図３ アイスブレイク入門講座の展開 

セッション１
11/9-11/15

自己紹介

セッション２
12/18-11/28

アイスブレイキング

とは

セッション４
12/11-12/21

アクティビティ
のつくり方

セッション３
11/29/12/10

アイスブレイキング

の実際

セッション５
12/22-1/13

オリジナル
アクティビティ
をつくろう

セッション６
1/14-1/25

評価とまとめ

Webテキスト掲示板 Webテキスト

動画コンテンツ

Webテキスト

書き込み レポートメール

講師コメント

完成企画の
アップロード

掲示板

受講者コメント

情報共有情報共有

フォーム
ダウンロード

講師コメント
講師コメント

レポートメール

レポートメール
講師コメント

 

 「アイスブレイク入門講座」は、課題の提出と講師のコメントによって学習を進める方

法とした。課題の提出は、メールや掲示板とした。掲示板への参加者の自己紹介は100％で

あったが、レポート２で94％、レポート３で80％、レポート４で57％、期限内に最終レポ

ートが提出された割合は31％であった。学習者のモチベーションを維持することは難しく、

課題が途中までになってしまった受講者の理由は、「子育て中」「まとまった時間がとれな

い」などさまざまである。講師には、提出期日後もコメントをもらうなど配慮をお願いした。 
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 「自然体験活動実践事例講座」は、最終課題の企画書の完成において１名の講師が３～

５名の受講者を指導するという少人数の形態とした。グループごとにメーリングリストを

作り、最終的に12日間に限定してグループで個々の企画書の完成度を高めた。少人数によ

る講師との密接な指導を行うことができ、受講者からは、「終盤になって講師の先生をあた

かも自分の専任講師的に立て続けに指導願えることができたことに大変満足」との評価を

得られた。少人数に限定することによって綿密な指導は可能であるが、講師の時間の制約

等があり、数名の指導が限界である。課題の提出状況は、課題１（自己紹介）100％、課題

２（Ｑ＆Ａ）が82％、課題３（企画書）が73％、課題４（最終企画提出）が55％となり、

少人数であっても社会人研修の難しさを示す結果となった。 

 受講者の学習場所等に関するアンケートを行ったところ、ほとんどの受講者が自宅で夜

間や休日に学習していると答えている。課題の提出期間も休日明けにするなど、受講者の

実態を考慮する必要がある。 

まとめ 

 ｅラーニングの長所は、受講者にとってはいつでも都合のよい時間に学習できることだ

が、事務局や講師の取り組みも受講者動向に左右される傾向となる。課題の提出は、締切

前に集中するため講師に過度の負担がかかることや、メール等の問い合わせに事務局が常

時答えていかなければならないことなど、さまざまな受講者への対応はｅラーニング運営

上の避けては通れない課題である。 

 青少年教育指導者を対象とした研修では、資格検定のように一定の基準で合否を判定し

たり、特定の知識体系を習得する講座と違い、個々の学習者の学習意欲が最も重要となる。

意欲が十分であっても、受講者の知識・経験の差が多様であることから、課題提出に求め

るレベル、期間の設定、遅延者へのケアなどを検討しなくてはならない。 

 一過性の集合研修とは違い、事前事後の受講者、講師とのコミュニケーションは、研修

の価値をより一層高めるためにつながる。また、ネットワーク上で各参加者の持つ情報を共

有しながら学習集団を作っていくことは、学習レベルの均一化や課題に対する受講者間のフ

ォローなど、学習継続意思を保ちドロップアウトを防ぐための方策となる。実技研修を伴わ

ない場合は、ネット上だけの研修となることから受講者を孤独にしないケアが必要である。 

（独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター 

事業部事業課主任研修指導専門職 桜庭 望） 



 28

実践事例５．シニアが中心となってすすめるｅラーニング 

－インターネット市民塾運営ワーキンググループ－ 

 

１．ＮＰＯ法人シニアＳＯＨＯ横浜・神奈川（略称：ＳＶＹＫ）について 

 ＳＶＹＫ（Senior Venture Yokohama Kanagawa）は、元気とやる気とスキルをもったシニ

アが集まり、それぞれの力を合わせて社会貢献となるようなスモールビジネスを展開する、そ

のプラットフォームになろうという団体である。「こんなことがしたい」と思い立った人が会員

に呼びかけ、賛同した人が集まってワーキンググループ（以下ＷＧ）を作る。現在（平成17年

２月）、13のＷＧが、それぞれ独立しながらお互いに協力・連携して活動している（図１）。 

図１ 13のＷＧ 

学びの事業ＷＧ 
 ①パソコンサポートＷＧ 

   シニアド養成Ｇ 

   エキスパート養成Ｇ 

   職域研修Ｇ 

   訪問型パソコンサポートＧ 

 ②インターネット市民塾運営ＷＧ 

 ③教育情報化ＷＧ 

 ④ｅアートライフＷＧ 

授けの事業ＷＧ 
 ⑤ものづくり支援事業ＷＧ 

 ⑥ホームページ・ポータルサイト事業 

  ＷＧ 

 ⑦事務の改善ＷＧ 

 ⑧リフォームＷＧ 

 ⑨スモールビジネス・ソリューション 

  ＷＧ 

 ⑩協働ＷＧ 

癒しの事業ＷＧ 
 ⑪里山活動ＷＧ 

 ⑫スペースあとむＷＧ 

 ⑬交流会ＷＧ 

 

２．各ＷＧについて 

 パソコンサポートＷＧには、４つのグループ（以下Ｇ）がある。シニアド養成Ｇは、「シ

ニア情報生活アドバイザー養成講座」を実施している。エキスパート養成Ｇは、技術分野

を細分化し、分野毎にスキルアップを行い、講師としてのノウハウ習得を行うＧである。

職域研修Ｇは、企業や団体等のニーズに合わせ教室型の研修を行うＧである。また訪問型

パソコンサポートＧは、顧客を訪問して、パソコンに関する問題解決をサポートする。 

 教育情報化ＷＧは、学校ならびに教育ソフト会社を対象に、教育委員会・学校などと協

働して教育情報化の支援活動を行っている。ｅアートライフＷＧは、パソコンを使って水

彩画を描く指導している。インターネット市民塾運営ＷＧは、インターネット上に、学び

あいの場「ｅ－市民塾みらい」を作り、運営している。 

 ものづくり支援事業ＷＧは、「ものづくり」にかかわるあらゆるフェーズで支援する技術

集団である。営業企画、情報通信、機械･設備、図面･データ、建築･プラント、生産管理、

品質･管理の７専門チームで構成されている。ホームページ・ポータルサイト事業ＷＧは、
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団体・個人のホームページおよびポータルサイトの製作、更新維持の支援を行う。 

 事務の改善ＷＧは、企業および個人事業主に対して、事務の改善について提案、支援を

行うグループである。 

 リフォームＷＧは、主に高齢者世帯の住居改修サービスを目的として設立された。 

 スモールビジネス・ソリューションＷＧは、企業の業務効率化（業務プロセスの改善、

標準化、システム化）をデータベースアプリケーションの構築を通じて実現することとＩＴ

技術者養成を支援し、各種ソリューションを提供するＷＧである。 

 協働ＷＧは、行政、団体、企業、などとの連携を、企画・開発・実施するＧである。 

 里山活動ＷＧは、未来を担う孫、子たちがもっと自然に親しみ植物や生物を大切にして

自然と共生できる環境を作り、保全していく活動を行っている。 

 スペースあとむＷＧは、不登校や引きこもりの方たちの支援を行っている「ＮＰＯ法人

スペースあとむ」の活動への参加・協力を行う。 

 交流会ＷＧは、ＳＶＹＫ会員と会の内外の個人ならびに団体との幅広い交流の場を提供

し、交流の輪が広がるようにまたその絆が太くなるように取り組んでいる（このＷＧ解説

は2005年２月のものであり、ＷＧは新設、分化、統合などにより、変更されることがある）。 

 

３．ｅ－市民塾みらい 

 ｅ－市民塾みらいは、インターネット上に構築された学びあいの場である。それぞれの人

が持っている経験や知識や技術を、お互いに教えあい、学びあうための「場」を提供する。 

 インターネットにつなげるパソコンがあれば、いつでも、だれでも、どこからでも、学ぶことが

でき、教えることができ、また運営に参加することもできる。押入れに眠っている、自分では使わ

ないけれど誰かの役に立つかもしれない品をフリーマーケットでリサイクルすることを想像して

ほしい。誰もがもっている知識や経験や技術も、同じように多くの人の役に立てるはずである。 

 ＳＶＹＫ設立と同時にＷＧを立ち上げ、幸いニフティ株式会社からサーバの提供をいただくこ

とができた。システムの構築などはすべて自力、メンバーの手作りでサイトを作り上げてきた。

立派な門構えとはいえないかもしれない。まさにフリーマーケットの会場である。スタートから

半年後に、トップページとサンプルの数講座を配信できるｅ－市民塾みらいが姿を現した（図２）。 

 図２ ｅ－市民塾みらいが形づくられるまで 

 

 

  
2004.10 月 

仮オープン試行期間
2003.12 月 
５講座 

2005.2 月
約 40講座

2003.6 月 
スタート 
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４．ｅ－市民塾みらいのコンテンツ 

（１）現在配信中のコンテンツのタイプ 

 専門的な内容の講座（「参画理論」など）、専門家に尋ねながら共に学ぶ講座（「伝統横浜

スカーフ物語」など）、自分が学んだことを伝える講座（「労働基準法を知ろう」など）、専

門家ではないが、自分のもっている知識や技術を伝える講座（「パソコンとなかよく」など）、

このほか、講座ではないが、パワーポイントなどを学んだ成果も発表している。配信中の

コンテンツは成果発表も含め約40である。 

（２）コンテンツの形式 

 「.html」、動画、動画とスライドの組み合わせ、スライド、が現在配信しているコンテン

ツの主な形式である。最近は、ブログなども利用している（「よこはまピックアップ」）。ま

た、今後に向けて、Xoops、Moodle、PushCornなども検討している。 

 

５．ｅ－市民塾みらいのＷＧメンバーについて 

 現在、インターネット市民塾運営ＷＧに登録しているメンバーは、約40名いる。ＳＶＹＫでは、

複数のＷＧに参加することができるので、このＷＧに主力をおいている人ばかりではない。しかし、

イベントを開催するときなどは、Ｇのメンバーだけでなく、ＳＶＹＫの会員が皆で協力してくれる。 

 

６．ＷＧ内の組織 

 インターネット市民塾運営ＷＧの中には、現在３つのＧがある。 

①ＴＦ－Ａ（コンテンツ作成Ｇ） コンテンツの企画、作成を行う。 

②ＴＦ－Ｂ（サイト整備Ｇ） システムの構築や、サイトの整備を担当している。 

③ＴＦ－Ｃ（講座担当Ｇ） コンテンツ作成の助けとなる講座を企画、開催する。 

 

７．コンテンツ作成を援助する講座 

（１）「講座を創るための講座」 

 パワーポイント実技、著作権など守るべき事項、生産講座作成法などを学ぶ。30ページ

ほどのテキストはＴＦ－Ｃが作成した。 

（２）パワーポイント実習講座 

 パワーポイントで３ページのサンプルと、オリジナル作品を作成し、パワーポイントの操作

を覚え、発表する楽しさを味わう。テキストはプリント２枚。パワーポイントは、プレゼンテ
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ーションにも役立つので、大変人気がある。また、このアプリケーションソフトは、動画との

組み合わせや、テレビ会議などへ、利用範囲を広げることができるので、力を入れている。 

 

８．イベント 

（１）横浜市市民活動共同オフィス発連続講座 第10回（写真１） 

 インターネット市民塾フェア（平成16年９月25日）では、横浜の

歴史的建造物（旧富士銀行）を会場に、メロウ倶楽部若宮正子氏の

電子紙しばい、横浜国立大学 林義樹教授の参画理論ワークショッ

プ、県立横浜清陵総合高校生徒による発表など、ｅラーニングをキ

ーワードに幅広い世代にご講演いただき、大変好評であった。 

（２）フォーラムよこはま展示とイベント（写真２） 

 同年11月には、みなとみらい21地区のランドマークタワーで、

講座内容の展示（１週間）とイベント（１日、パワーポイント

実習体験会）を開催した。パワーポイント単独の講座は、この

時から始まった。 

 

９．今後の課題 

 やっとここまできた、というのが正直な現在の心境である。昨年10月に、「試行中」という但

し書きを取り外したが、まだまだ「満足」というには程遠い状態、人間で言えばヨチヨチ歩きの

赤ん坊といったところだろうか。それでもここまでの道のりを手作りで歩んでこられたことを嬉

しく思っている。これからも「フリーマーケット」を手作りで開いていくつもりである。 

 今後の課題として、行政との連携と採算性のある運営の２点に取り組んでいきたい。 

 横浜、神奈川は大きな自治体だ。行政との連携については、ほんの少し手がかりを得たばかり

だが、「生涯学習による町づくり」を旨に、小さな実績を積み重ね、行政との連携を築いていき

たいと思う。地元横浜国立大学との連携も大切に育てていきたいことのひとつである。 

 採算性については、魅力的なサイトづくりを心がけ、お金を払っても参加したい、役に

立つ、興味深いｅラーニングの講座を開発することが何より肝要かと思う。パワーポイン

ト講座が好評なので、この受講生から「発信する講師」を発掘。また、受講生が講座を開

催しやすくなるような有償の講座を新たに開拓し、開催していく。 

（ＮＰＯ法人シニアＳＯＨＯ横浜・神奈川 ｅ－市民塾みらい理事 山田ともこ） 

写真２ 展示会場風景 

 

写真１ ワークショップの様子 



 32

実践事例６．中小企業とＮＰＯのためのｅラーニング 

 

１．「ＮＰＯ法人東京ｅ大学」設立ストーリー 

 平成14年３月３日(土)、内閣府と特定非営利活動(以下ＮＰＯ)法人葛飾区若手産業人会

の共催で行われた「タウンミーティング･イン･葛飾」（写真１）において、改めて人口が300

万人近くいる東京下町城東地域に大学等の高等教育機関が無く、それが今後の地域と産業

の活性化に必要不可欠な機能であることが改めて浮き彫りにされた。中小企業が生き延び

るために「これからは知力の時代」と言われても、知的環境が乏しければどうしようも無

いのである。 

          

   写真１ 発端となった「タウンミーティング･イン･葛飾」の模様 

 そこでこの問題に対応するためにＮＰＯ葛飾区若手産業人会の中にプロジェクトチーム

を結成し、既存の施設やインターネットを使い、更に複数の大学の協力（講座提供）を得

て、「城東ブロードバンドビジネス塾」（写真２）という事業を開始した(※本事業は、全国

中小企業団体中央会の平成14年度コーディネート活動支援事業として行われた)。 

          

   写真２ 前身である「城東ブロードバンドビジネス塾」の模様 
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 この時に命名した講座名称が「東京ｅ大学」であり、平成15年４月には、特定非営利活

動法人東京ｅ大学の設立に至り、平成15年９月に認証および登記が完了した。 

 

２．講座の内容 

 東京ｅ大学の講座は、『インターネット講座』と『スクーリング』からなる。 

 

 

 

＋ 

 

動画講座を配信する機能と、受講生とコミュ

ニケーションを取るための講師機能がある

(メール配信や掲示板による質疑応答など）。

 受講生に実際に会って、コミュニケーション

を取ることができる。 

 

 

 現在開講中の講座は以下の通り。 

  生きがい学部【生きがい学科】  

  ○ Ｅ‐エンディングノート 

  ○ 新しい時代に生きる力 

  ○ 東京いのちのポータルサイト「耐震補強のススメ」 

  ○ ときめき人生のキーワードは「人間魅」 

  ○ どこでも竹とんぼ教室を 

 

  マネジメント成功学部【コミュニティービジネス学科】  

  ○ ＮＰＯ協働リーグ主催「事業型ＮＰＯのマネジメント研究会」 

 

  マネジメント成功学部【ビジネス学科】  

  ○ ネットコミュニケーションでものづくりを再生 
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  ○ 現代経営最前線 

  ○ 製造業ネットワークで世界にチャレンジ！ 

  ○ 中小企業探検隊 

  ○ ブロードバンドムービーファクトリー 

  ○ ＢＢ時代のビジネスプレゼンテーション 

  ○ 中小企業ＢＢマネジメントスクール 

  ○ ブロードバンドでものづくりワーク 

 

３．課題 

（１）番組制作の課題 

 ｅラーニングには幾つかの課題がある。特に「中小企業とＮＰＯのためのｅラーニング」

を目指す東京ｅ大学としては、「番組（コンテンツ）制作コストの費用対効果」の向上は大

きな課題である。 

 マスマーケットを対象にした、マスコミ・大企業とは違い中小企業やＮＰＯは、ターゲ

ットを限定した特定顧客やニッチ（すきま産業）な市場に対しては、必要十分な仕様があ

り、それに見合った価格構造があるのだが、いまだ確立されてはいない。ブロードバンド

時代となり、電波料や放送料にあたる配信コストが低減された今、中小企業やＮＰＯにと

って、コンテンツ制作に関しての適切な環境提供は大きな課題であり、それが改善・解決

されて行く事が今後の展開のキーポイントだと確信している。 

（２）財政的問題 

 ｅラーニングの収支構造を考えた場合、収入としては、受講生側から徴収する方法と開

講希望者から得る方法、あるいは受講生に対しての広告料収入など付加的に得る方法など

が考えられる。しかし、絶対的な資源不足で制作されたコンテンツのネット配信にて課金

をして収入を得るということは、本質的に無理な話であり期待はできない。 

 これまでの成功例としては、スクーリング講座の参加を前提としたｅラーニングにおい

て、有料受講生を獲得できた事例が、「ＮＰＯ協働リーグ：事業型ＮＰＯマネジメント研究

会」と「どこでも竹とんぼ講座を」に見られる。 
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（３）講座管理と受講生管理 

 リアルな教育サービスの運営において必然的かつ、かなりの資源を必要とする、講座管

理と受講生の管理はインターネットとＡＳＰを運用した管理システムにより格段に効率的

になる。しかし、その管理システムの構築には相当な資源とノウハウが必要であり、中小

企業やＮＰＯにとっては手が届きにくい分野の一つである。 

 しかし、今回、東京ｅ大学に管理システムを提供されている「インターネット市民塾」

システムの活用により、現在700名を超える受講生と14講座の管理を他の職務との兼任で行

えているのは特筆に値する事である。 

（４）講師と受講生のコミュニケーション 

 ネット講座を有効に機能させて行くのに欠かせないのが講師と受講生あるいは、受講生

同士のコミュニケーションである。その実現の為にはスクーリングは極めて重要なファク

ターであり、今後ともスクーリングとネット講座の連携は重要な課題であり、インターネ

ットにおけるコミュニケーションの方法は改善されるべき課題であると言える。 

 

４．今後の展開 

 東京ｅ大学というｅラーニングプロジェクトを自立的に続けて行くためには、ｅラーニ

ングをその活動やＰＲに活用する中小企業やＮＰＯに対して支援活動を行ってその対価を

得るというモデルを実践して行く予定である。 

 その応用例として今取り組んでいるのが「注染実習塾」という伝統技術の伝承と新たな

市場の拡大を目指すプロジェクトにおいて、ゆかた・手拭の手染めに関してのｅラーニン

グを提供することにより、新規受講生の獲得と実際の実習センターとの連携を実現しよう

としている。 

 この例においては、単なるホームページの開設を超える「ｅラーニングによる予習復習」

と言う受講環境の提供による事業の推進を、低予算で実現する可能性を大いに含んでおり、

今後の展開が期待されるものである。 

（ＮＰＯ法人東京ｅ大学理事長 瀧澤 一郎） 

 


